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地域保健課事業概要 

 地域保健課は、母子保健、成人・老人保健、精神保健福祉、一人ひとりに応じた健康支援、栄養改善、健

康づくり等広域的・専門的な事業を、管内両市をはじめ保健・医療・福祉等関係機関と連携を図りながら実

施した。 

 

保健師関係指導事業 

 保健師は総務企画課、地域保健課及び疾病対策課に配属され、管内市と連携を図りながら各種保健指導業

務を実施している。また、保健活動の推進を図るとともに、市保健従事者の資質の向上を図るため管内保健

担当者等業務連絡研究会を実施している。 

 

母子保健事業 

 管内市町村との連携のもと、母子保健の向上及び地域の支援体制整備、構築を図るため、主に以下の事業

を実施した。 

・専門相談（遺伝相談） 

・訪問指導事業（長期療養児支援等） 

・医療費申請事務及び保健指導（小児慢性特定疾病医療支援事業、特定不妊治療費助成） 

・母子保健推進協議会、研修会等の開催 

 ・思春期保健事業 

なお、母子保健法の改正により、①低体重児の届出受理、②未熟児の訪問指導、③養育医療の給付及び、

障害者総合支援法の育成医療に係る自立支援医療費の支給の認定については、平成 25 年 4月 1日から全ての

市町村に移譲された。 

 

成人・老人保健事業 

 成人・老人保健では、健康増進事業と特定健診・特定保健指導との連携が円滑に進むよう、各市と連携を

図り支援している。 

介護老人保健施設の実地指導については、習志野健康福祉センター監査指導課とともに 2 施設について実

施した。 

 

一人ひとりに応じた健康支援事業 

 生涯を通じて、一人ひとりが年代や性別、健康状態や生活習慣に応じ的確な自己管理ができるよう、思春

期以降の全年齢層にわたる男女を対象に、性別やライフステージに応じた健康教室の実施や、身体的、精神

的悩みを有するものを対象とした健康相談を実施している。 

 

自殺対策推進事業 

千葉県自殺対策推進計画に基づき、「地域自殺対策緊急強化基金事業」により人材育成や、民間団体も含む

関係機関の連携による自殺対策強化推進に取り組んできたところであるが、平成 26 年度は地域自殺対策緊急

強化基金事業実施要綱の改正により、当センターでは人材育成事業を中心に実施した。 

 

地域・職域連携推進事業 

 地域保健と職域保健が連携し、生活習慣病予防と健康寿命の延伸を図ることを目的に「市川・浦安 地域・

職域連携推進協議会」を開催し、管内の健康課題について協議をした。 

共同事業としては、たばこに関するアンケート調査を行い、管内の実態を把握した。また、商工会議所会

員への健康相談の他、ポスターを作成し労働基準監督署や商工会議所等を通じ社員や一般市民への啓発活動

を行なった。 
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健康づくり・栄養改善事業 

 地域における生活習慣病予防や健康づくりのため、子どもの頃からの適正な食習慣や生活習慣の定着を図

ることを目指して、保育所等の栄養士・保育士等食育関係者を対象とした研修会を実施した。 

 健康づくりや健康増進施策の基礎資料を得るため、健康増進法に基づく国民健康・栄養調査を実施した。 

 給食施設個別巡回指導及び集団指導では、各施設における適切な栄養管理の推進と併せ、生活習慣病予防

のための栄養管理体制整備への支援を行った。 

 また、病態栄養指導事業として潰瘍性大腸炎の食事療法についての相談会を実施し、難病患者の病態に応

じた食生活支援を行った。 

 

歯科保健事業 

難病及び障害者等について、歯科保健の重要性を理解し日常の口腔ケア等の実践促進を目的とした口腔ケ

ア教室を開催した。 

 

精神保健福祉事業 

「精神保健及び精神障害者福祉に関する法律」（略称「精神保健福祉法」）に基づき、措置入院等に係る法施

行業務を実施した。精神保健福祉に関する電話相談・来所相談・訪問を実施し、医療中断や家族のサポート

の脆弱なケースに対し、受療援助を行った。また、精神科嘱託医師による定例相談・訪問を毎月実施してい

る。 

 心身喪失者等医療観察法による地域ケア会議や CPA 会議への参加と地域支援を実施した。 

 

市町村支援等 

 市主催の要保護児童対策地域協議会、自殺対策関係機関連絡会議、地域ケア会議、学校保健等関係会議等

に出席し、市事業が円滑に推進できるように支援した。 


